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労働相談から見えてきた企業の責任と労働組合の取り組み 

 

2020 年 8 月 19 日（水）@「新型コロナ災害緊急アクション」第二次活動報告会 

NPO 法人 POSSE 事務局長 渡辺寛人 

 

１、POSSE／総合サポートユニオンの相談概況 

・相談件数 ：2,869 件 

・派遣労働者からの相談：424 件（約 15％） 

 そのうち（424 件のうち）、雇い止めに関する相談は 117 件（約 30％）。 

 他の雇用形態より派遣は解雇相談が多い。正社員の解雇相談は 13％、契約社員

は 10％。 

 そのうち（424 件のうち）、休業補償に関する相談は 222 件（約 50％） 

 業種：小売・飲食：77 件、製造業：65 件、観光業 44 件、IT：32 件、医療・介護：

26 件 

 性別：女性が 65.6％を占める。 

 年代：10 代：2 件、20 代：37 件、30 代：79 件、40 代：105 件、50 代：70 件、60

代：18 件 

 

２、7/5 実施の休業補償・解雇・倒産電話相談ホットライン 

・相談件数：102 件 

・相談内容：  

 会社都合の休業 

 引き続き、休業補償に関する相談が多いが、７月になってもいまだに「これまで

一切手当が支給されていない」というものも数多く散見される。 

 そのため、「貯金を切り崩して生活している」という相談も多い。 

 なかには、家賃・電気代 2 ヶ月滞納＋水道代を会社から前借りしているという

事例もあったが、そもそも会社が休業補償を払っていないから。 

 飲食店を中心に、徐々に営業が再開されているところもある。 

 だが、休業中の補償はなく、再開後も、出勤日数を減らされ、働いた分しか給料

が出ない、という都合のいい会社の対応がまかり通っている現状が浮かび上が

る。 

 解雇、雇い止め 

 コロナを理由とした雇い止めであるにもかかわらず、「自己都合」扱い。 

 「解雇ではなく、自己都合と言われている」（ホテルの配膳、派遣） 

 「社員だけで営業することを理由に雇い止めされたが、強引に自己都合退職に

された」（菓子販売、パート） 
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 また、数としては多くないが、派遣会社と無期雇用の契約を結んでいるのに、新

しい派遣先が見つからなければ辞めるよう言われている、といった、派遣会社が

社会的責任を全く果たしていない事例も。 

 そのほか、休業中の補償について上司に質問したところ、辞める方向に誘導され

た、という事例もあった。 

 

３、雇い止め・休業補償の事例と労働組合の取り組み 

※省略 

 

 

 

４、派遣切り拡大の可能性 

• これから８月末に向けて、９月末での雇い止めの派遣契約終了と雇い止めの１ヶ月前

の通知が相次ぐ可能性。 

 ４月から半年更新の労働者や、６月になんとか契約更新された３ヶ月更新の労働

者が、長引くコロナ不況の影響で大勢雇い止めされることが予想される。 

• 非正規労働者（とりわけ多くが女性）の労働運動が重要な課題になる 
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資料 

２０２０年 7月３０日 

厚生労働大臣 加藤 勝信 殿 

 生存のためのコロナ対策ネットワーク 

申 入 書 

拝啓 時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 

私たちは生存のためのコロナ対策ネットワークと申します。労働組合や研究者が集ま

り、コロナ禍の労働問題の解決のために活動する市民グループです。 

今回の新型コロナウイルスの影響で労働者は深刻な状況に置かれています。特に、派遣

労働者は企業の調整弁として雇われている場合が多く、新型コロナウイルス感染拡大の影

響で経済的な打撃を受けた派遣先は派遣労働者の契約を次々と打ち切っています。 

派遣先との労働者派遣契約が打ち切りになった場合でも、派遣会社が雇用を維持しさえ

すれば、雇用調整助成金や休業支援金を利用することもできますが、「登録型派遣」で働

く労働者の多くは、派遣先の打ち切りと同時に雇用も失うため、政府のコロナ対策支援策

の恩恵（雇用調整助成金制度の拡充や休業支援金制度の創設）をほとんど受けることがで

きません。 

厚生労働省におきましても、派遣労働者の雇用の維持を最大限図るよう通知を出し、人

材派遣協会や日本生産技能労務協会などの派遣事業者の業界団体に対しては助成金の利用

を促し、休業補償を行うよう求めました。 

ところが、実際には、厚生労働省によるこれらの働きかけは無視され、無慈悲に雇用を

打ち切られる派遣労働者が後を絶ちません。私たちにはこうした派遣労働者からの数多く

の相談が寄せられており、そこから派遣労働者が労働組合に加入し、雇用の継続や休業補

償の支払いを派遣会社に求めています。 

そして、９月末の更新時期に（雇い止めの通告は一ヶ月前の８月末）、多くの派遣労働

者が雇い止めされることが懸念されています。 

つきましては、コロナ禍における派遣労働者の雇い止めの動きをやめさせて、派遣労働

者の雇用と生活を守るために、下記のとおり申し入れます。 

記 

１． 政府が緊急対策で講じている雇用調整助成金や休業支援金など派遣労働者が受けられ

るようにするために、派遣先がなくなっても、労働者の雇用を維持するよう各派遣元

事業主に要請してください。また、登録型派遣であっても、派遣先との派遣契約が切

れたからという理由で、派遣労働者との雇用契約を打ち切らず、雇用契約を更新する

よう各派遣元事業主に強く要請・指導してください。 
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２． 派遣労働者の多くは低賃金で、通常の賃金額でも生活するのがやっとです。労働基準

法で定められる最低限度の補償額（平均賃金の 6割）では到底生活できません。休業

補償は原則として通常の賃金の 10割を支給するよう派遣会社に強く要請・指導する

よう求めます。 

３． 登録型派遣（派遣元と有期雇用契約を結ぶ）の規制を強めて、常用型派遣（派遣元と

無期雇用契約を結ぶ）を増やすよう政策を転換してください。また、例外としての日

雇い派遣が脱法的に広がってしまっていますので、規制を強めて、適切な雇用契約を

締結するよう指導してください。 

４． 下記の点を今年 2月に遡って調査し、今後毎月調査して公表してください。その際、

できる限り、業種・職種、常用・登録の別、年齢・性別ごとに数字を示してくださ

い。 

（１）派遣元が派遣契約を解除された件数（及び規模）や派遣の規模を縮小した件数

（及び規模） 

（２）雇用契約が終了となった派遣労働者の人数や解雇又は雇い止めとなった派遣労働

者の人数 

（３）休業を命じられた派遣労働者の人数（業種・職種や常用・登録の別）や休業手当

の支払いの有無 

（４）休業を命じられた派遣労働者のうち、雇用調整助成金および休業支援金を利用す

ることができている人数と利用できなかった人数 

（５）日雇い派遣や日雇い紹介の現状（規模や推移） 

（６）各派遣会社の雇用調整助成金の利用状況と（助成金を全く利用しない派遣会社に

対しては）雇用調整助成金を利用しない理由 


